













































































































あるととらえている。マーク・ローについては、さしあたり、Mark  J.Roe,Strong  Managers,  Weak 
Owners,Princeton University Press,1994［『アメリカの企業統治』（北条裕雄・松尾順介監訳）東洋経済新報社、































































































































































































































































































手法・内容（公正性）を、同時に問題にしているにすぎないのでる。それが、 Revlon, Inc.v. 
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